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診療報酬改定における外保連の役割 
―外保連試案２０２２発刊に寄せて― 

会長 岩中 督 
 
外保連は国民皆保険制度が始

まって6年後の1967年に、当時の

外科系9学会の協働で設置され、

「外科系技術の診療報酬は科学

的・学問的な分析と裏付けによっ

て構築されるべき」との基本姿勢

のもと、15年間の議論の末1982年

に手術試案初版を発刊した。その

後手術試案の改訂に加え、処置試案、検査試案を

順次発刊し、さらに近年になって麻酔試案、内視

鏡試案も充実させてきた。これらの試案は当初、

外保連事務局が各委員会委員と力を合わせ発刊し

てきた。一方で2010年の診療報酬改定において、

遠藤久夫中医協会長（当時）が、「手術診療報酬の

評価には外保連手術試案を参考にしましょう」と

お墨付きをくださったことから、外保連試案の重

要性が一気に高まったことに加え、病院団体や外

科系学会、さらには多くの医療機関からの要望も

あり、それまで分冊で発刊されていた各試案を一

冊にまとめた『外保連試案2012』が、医学通信社

より発刊されることとなり、以降2年ごとに改訂さ

れてきた。このたび、『外保連試案2022』を上梓す

るにあたり、2022年診療報酬改定にむけたこの2

年間の外保連活動を改めて検証したい。  

まず2020年10月から、日本外科学会のご協力の

下、手術試案の実態調査を行った。手術時間が短

縮される、あるいは延長される術式がそれぞれ300

術式以上抽出され、加盟学会の手術委員各位にお

かれては、診療材料一覧の改訂も加わり、調整作

業・改訂作業に多くの時間を費やしていただいた。

また2018年改定にて、外保連手術コードSTEM7を

DPCによる診療報酬請求の際に併記することが義

務付けされたため、外保連試案2020と今回の外保

連試案2022において、一層の精緻化が必要となっ

た。今後の診療報酬改定において、診療報酬表Kコ

ードの科学的な整理が進んでいくことを期待した

い。また、昨今急速に発展中のAI診療支援に関し

ては、内保連外保連合同AI診療検討委員会を立ち

上げ、個々のAI技術による診療負荷の軽減を検討

するとともに、その診療報酬の在り方についても

行政機関に様々な発信を行った。さらにロボット

支援手術や高難易度の新規技術の施設基準の在り

方やレジストリの評価などについても、医療技術

評価分科会などの会議体で外保連の考え方を表明

していくための準備を整えているところである。  

これらの活動を支えているこの度の『外保連試

案2022』の刊行にあたり、試案取りまとめに尽力

された川瀬弘一手術委員長、平泉裕処置委員長、

土田敬明検査委員長、山田芳嗣麻酔委員長、清水

伸幸内視鏡委員長、西田博総務委員長に深謝する。

また試案策定に直接かかわっていないものの、常

に外保連組織を支えてくださっている瀬戸泰之実

務委員長、河野匡規約委員長兼広報委員長、竹中

洋監事、田中雅夫監事ならびに各顧問・運営委員

諸氏に心より感謝申し上げる。さらに各委員長の

指示のもと、改訂のための膨大な作業を担当して

くださった各加盟学会の委員諸氏、データの管理

や編集を担当した株式会社ホギメディカル、メデ

ィエ株式会社、株式会社医学通信社の皆様と外保

連事務局篠原氏、外保連事務支局中川氏ほか職員

の方々にも、紙面をお借りして厚く御礼申し上げ

る。また高所大所より常に外保連の現場を指導し

てくださっている、比企能樹、山口俊晴両名誉会

長にも心よりお礼を申し上げたい。  
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前述したように、外保連は外科技術の科学的な

体系づけ作業を継続してきたが、根拠のある我々

の議論やその成果物である試案は、厚生労働行政

に大きな影響を与えつつある。外保連の地道な努

力が少しずつではあるが形を成し、診療報酬改定

のたびに公的に外保連の評価が高まってきている

ことに感謝したい。厚生労働省においても手術診

療報酬表を科学的根拠に基づいて今後再編してい

きたい旨の発信がなされていることより、加盟学

会の関係各位におかれては、引き続き外保連活動

へのご指導・ご支援を賜りたい。 

◆各委員会からの報告 

外保連試案２０２２発刊について

 

○手術委員会 委員長 川瀬 弘一 
 

2020年 1 月に手術試案第 9.2版が

発刊されてから約 2 年が経過しまし

た。２年毎に改訂を加えており、第 9.

3版はその最新版です。今回手術試案

は第 9.2 版のマイナーチェンジであ

り、『外保連試案２０２２』に掲載さ

れています。 

この約２年間は新型コロナウイルス感染症による患

者受診控えや手術件数の減少など多くの医療機関がそ

の影響を受けてきました。現在も変異株オミクロン株が

出現し、まだまだ先が読めない状況です。その中でも診

療報酬改定は 2022年 4月に行われる予定ですし、手術

委員会活動はこれまで通り行ってまいりました。もちろ

ん感染拡大を予防する観点から WEB 会議が中心です。

東京から離れた地域からの参加がしやすいという利点

がある一方で、顔の見えない会議は参加する委員の表情

がわからず、また発言も少なく苦労しました。この 2年

間に新規術式 65件、廃止術式 1件が承認され、手術試

案第 9.3 版本体には 3,923 件の術式が掲載されていま

す。 

令和 4 年度診療報酬改定に対して外保連から提出し

た医療技術評価提案書は新規要望項目として 148件（手

術に係る項目は 79件）、改定要望項目として 212件（手

術に係る項目は 124件）です。令和 3年 11月 4日に開

催された第 1 回中央社会保険医療協議会診療報酬調査

専門組織（医療技術評価分科会）において、評価の対象

となる技術として新規要望項目 129件（手術は 74件）、

改定要望項目を 185 件（手術に係る項目は 122 件）が

評価いただきました。どの項目が最終的に診療報酬に反

映されるかは、今後の改定率にもよると思いますが、新

規要望術式は外保連手術委員会で十分に議論され、一般

的と判断された術式です。要望したすべての新規術式を

保険収載していただきたいと考えています。 

前回の令和２年度診療報酬改定において、「外保連試

案 2020」等における、手術等に係る人件費及び材料に

係る費用の調査結果等を参考とし、技術料の見直しを行

うと厚労省がコメントをしており、126 術式で増点、1

5術式が減点という結果でした。外保連手術試案はドク

ターズフィーの考え方を示した医師の技術料としての

科学的根拠を表したものであり、常に最新のデータを掲

載しています。近年手術委員会では４年に１度の実態調

査を行っています。2020 年秋に日本外科学会の外科専

門医制度修練施設（指定施設）および関連施設等 2,410

施設に、診療報酬表に収載されているすべての手術の手

術時間などのアンケート調査を行いました。前回の 20

16 年調査では 1 か月間の調査期間のため回答症例数が

148,756症例と若干少なく、手術時間を修正できない術

式も相当数ありました。その反省から今回は 10、11月

の 2 か月間の調査とし、753 施設（回答率 31.2％）か

ら回答をいただき、300,165 症例を集めることができま

した。この結果、手術時間が短縮した術式が 318件、増

加した術式が 352件となりました。 

手術試案には医療材料調査結果を掲載し、その材料費

を外保連点数に反映させています。手術試案第 8版（外

保連試案 2012）発刊に際し、大規模な医材料調査を実

施しましたが、すでに 10年経過し実態と合わない術式

も見られるようになってきました。今回手術試案第 9.3

版に向け、最新の医療材料調査を各学会に依頼し、新し

い調査結果を掲載している術式もあります。これが区別

できるよう調査年を PDF ファイルに記載しています。

今後も新たな調査を継続し、順次更新していく予定です。 

今回手術試案第 9.3版発刊に向けて、外保連事務局お

よび医学通信社のスタッフと、加盟学会の手術委員の皆

様のご協力に深く感謝申し上げます。 
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○処置委員会 委員長 平泉 裕 

 
この度、処置試案 7.3版が完成しま

した。令和 2 年度診療報酬改定結果な

らびに人件費、処置委員会審議内容を

反映させた処置試案 7.3版が完成しま

した。 

7.3版では 685件の処置試案が収載

されており、前回 7.2版の 682件とほ

ぼ同数の処置試案数であることから、2020年～2021年

の約 2 年間にわたって各学会の社会保険委員会や外保

連処置委員会の活動が中断状態にあったことが伺われ

ます。 

処置にかかる人件費については、7.2 版が平成 30 年

国家公務員俸給表から算定したのに対し、7.3版では令

和 2 年国家公務員俸給表からの算定となり、医師給与

指数に技術度指数を乗じた経験年数指数を元に、処置試

案ごとの単位時間当たりの術者医師人件費を割り出し

ました。協力看護師、技師、助産師に関しては、経験年

数に関わらずに一律の単位時間当たりの人件費を適用

しています。処置室の部屋使用料と単位時間当たりの医

療器械の使用料については、今回は変更していません。 

前回 7.2版でも説明しましたが、処置 7桁分類コード

を診療報酬コードの隣に記載しています。処置７桁分類

コードは手術試案第 8 版に記載した手術分類コードと

の互換性を重視しながら処置委員会で作成したもので

す。操作対象部位を 3桁、基本操作を 2桁、アプローチ

方法を１桁、アプローチ補助器械を１桁で構成し、合計

7桁を連結したものです。 

次回診療報酬改定では、コロナ禍にあって充実した感

染症対策に大きく配分されることが予想されます。看護

師の給与も段階的に引き上げられる方針です。また、第

6波に備えた病床稼動数の増加対策も行われます。この

ような社会的状況下で、医療技術本体、さらにその内の

処置技術料を評価してもらうのは厳しい状況ではあり

ますが、厚生労働省ならびに中医協で評価される処置試

案 7.3版を外保連試案 2022年版として発刊できること

を嬉しく思います。 

 

○検査委員会 委員長 土田 敬明  

 
平成 10年 6月に「生体検査報酬に

関する外保連試案」の第１版が比企

能樹委員長（現名誉会長）のもとで完

成し、引き続き平成 14 年 10 月、17

年 11 月、19 年 11 月、23 年 12 月、

25 年 11 月、27 年 12 月、29 年 11

月、令和元年 11月と改訂を行ってき

ましたが、今回は内容をさらに刷新した第 7.3版を刊行

することとなりました。 

今回の改訂の特徴は次のとおりです。 

1. 第7.1版から内視鏡検査が内視鏡試案として独立し、

一般生体検査として機能検査、超音波検査、検体採取

手技の 3 区分、および放射線画像検査試案として放

射線画像検査、核医学検査の 2 区分の計 5 区分に分

けて評価し、検査費用を算定するようになりました。 

2. 医療材料について、廃版になったものやバージョン

アップされたものがあり、精緻化を行い修正しました。 

3. 一般生体検査試案および放射線画像検査試案につい

ては、 

① 総務委員会の提案にしたがって人件費の再計算

を行いました。 

② 新規検査医療技術を追加し、またいくつかの項目

内容の修正をしました。 

③ 検査に係る医療材料のうち、「保険で償還できな

いもの」のみを表示しました。（詳細はデータ版に

収載しております） 

4. 軟性内視鏡を用いた検査は内視鏡試案に移行されま

したが、硬性内視鏡を用いた検査は検査試案に残しま

した。また、軟性および硬性内視鏡の指定のない内視

鏡検査については、軟性内視鏡を用いた検査と硬性内

視鏡を用いた検査に分け、硬性内視鏡を用いた検査の

み検査試案に収載しました。 

5. なお保険収載されている検査項目については、現行

の保険区分記号を表記しておりますが、ここでは主な

記号のみを記載してあります。実際にはそのほかに管

理料、診断料あるいは造影剤使用など複数の点数が算

定されます。 

試案の記号は現行の点数解釈表から当該検査項目

を検索しやすいようにするためのものです。 

6. 今回第 7.3 版発刊に向け、再度医療材料調査をお願

いし、新しい調査結果を掲載している術式もあります。

これが区別できるよう第 7.3 版から調査年を記載し

ています。今後も新たな調査を継続し順次収載してい

く予定です。 

 

コロナ禍における臨床現場でもっとも多忙な立場であるに

もかかわらず、頻回の委員会やワーキンググループに出席い

ただき、さらに本来医師の苦手とする医療材料料の調査に尽

力いただきました各学会の委員の先生方に心からの感謝を申

し上げます。 

さらに終始綿密に事務処理を進めていただきました外保連

事務局スタッフの皆様のご尽力に心から御礼申し上げます。 

 



JHIFS News 

4 

 

○麻酔委員会 委員長 山田 芳嗣 

 
麻酔委員会では、外保連試案 2022

に掲載する麻酔試案 2.2版を作成いた

しました。2 年にわたり委員会活動も

コロナ禍の影響で強く制約を受けて

おりましたので、今回は各学会から要

望のあった新規案件を中心に検討し

て麻酔試案全体との整合性を入念に点検して第 2.2 版

といたしました。 

新規項目として、麻酔後ケアユニット（PACU）管理

加算を新設いたしました。麻酔後ケアユニット（PACU）

は、麻酔覚醒直後の不安定な状態の患者を一般病棟に帰

室できるようになるまで手術室フロア内で管理するユ

ニットであり、手術麻酔患者の医療安全にとくに有益で

あることが示されています。さらにコロナ禍における手

術室の状況を考慮して、新型コロナウイルス陽性患者な

ど空気感染のリスクの高い患者に対する全身麻酔に対

して新たな加算を設けました。 

長時間管理加算の対象術式については手術試案 9.3

版に掲載される手術所要時間による対象術式の追加を

行い、日本呼吸器外科学会より要望のあった胸膜切除/

肺剝皮術（横隔膜、心膜合併切除を伴うもの）も追加い

たしました。 

2020 年の診療報酬改定で麻酔に係る特定行為の研修

を終了した看護師の関与が認められましたので、麻酔試

案の中に積極的に組み入れました。全身麻酔および区域

麻酔の麻酔科標榜医加算Ⅱにおいて、常勤麻酔科標榜医

指導のもと特定行為看護師が診療を行った場合も算定

可としました。深鎮静については、特定行為看護師が監

視記録を行った時、特定行為看護師等により十分な体制

で行われる深鎮静として算定できるようにしました。 

コロナ禍の大変困難な状況でも外科系の幅広い立場

からのご協力をいただき医療安全や働き方改革・タスク

シフトを意識した改訂ができましたことを報告いたし

ます。 

 

 

○内視鏡委員会 委員長 清水 伸幸 

 
本試案は、軟性管腔内視鏡を用い

た検査・処置・手術手技を対象とする

横断的な試案作成を目指すという方

針で活動していた『内視鏡における

適正な診療報酬に関するワーキング

グループ』により作成されました。そ

の活動を引き継いで『内保連・外保連

合同内視鏡委員会』が設立され、隔年の診療報酬改定に

向けて、また日々発展していく内視鏡関連手技の実態に

見合った試案とすべく改訂を重ね、「外保連試案 2022」

には内視鏡試案 1.4版が掲載されております。 

本版では『人工知能（AI）』に関する項目が初めて掲

載されました。総論で、『人工知能加算』的な項目を作

る考え方もありましたが、『内保連外保連合同 AI 診療

検討委員会』での議論を踏まえ、人工知能を用いること

の利点を明らかにした上で当該検査の基礎となる検査

項目に加点する形をとりました。今後、人工知能関連手

技が増えることは自明ですので、これからも手術委員

会・処置委員会・検査委員会、そして内保連外保連合同

AI 診療検討委員会と連携を密に取りながら、人工知能

関連項目の合理的な掲載ができるよう取り組んでまい

ります。 

処置・手術関連項目に関しては第 1.3版より STEM7

に準じた７桁分類コードを掲載し、手術試案・処置試案 

 

 

 

との整合性をとっております。検査項目への分類コード 

掲載は、検査試案に記載されている JLAC10 に準拠し

た 15桁分類コードとWHOが提唱する医療行為の国際

分類（〔International Classification of Health Inter-

ventions(ICHI)〕）との擦り合わせに関する議論結果を

待ち、次版以降の検討課題とさせていただきました。 

本試案の項目は検査・処置・手術試案より移行したも

のが大多数を占めておりますが、本領域は機器や技術進

歩が目覚ましい状況です。今後も新規項目の登録ととも

に、常に実態に即した試案となっているかを確認し、医

療材料等マスタの改訂や各項目の精緻化を進め、診療報

酬改定に対して影響力のある試案であり続けるよう努

めてまいります。また、内視鏡委員会には外保連のみな

らず内保連の委員にも参画をお願いしております。外保

連の活動方針を踏襲しつつ、内保連委員会活動の良い点

も取り入れながら、委員会としても発展させていく所存

です。 

最後になりましたが、各加盟学会から参集いただいて

おります内視鏡委員会委員の先生方、外保連・内保連の

関係各位、始終綿密に事務処理を進めていただきました

外保連事務局をはじめとするスタッフの皆様に深く御

礼を申し上げるとともに、引き続きの試案精緻化・活用

にご理解とご支援を賜りたくお願い申し上げます。 
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◆コロナが外科系に及ぼした影響：続編

「新型コロナウイルス感染の整形外科医療への影響 

～市中民間二次救急病院での対応と現状～」 
日本骨折治療学会 

東住吉森本病院 寺浦英俊 

 
2020年 1月 16日日本国内での COVID-19感染 1例

目が報告されてからすでに 1 年７か月が経過した。本

稿執筆時の 8 月の状況は新規感染者数が全国的にかつ

てないほどに増加し、大阪府でも連日 1000名以上の新

規感染者数が報告されている。私の勤務する東住吉森本

病院は大阪市南部に位置する病床 329 床の中規模民間

二次救急病院である。大阪府のフォローアップセンター

からのコロナ受け入れの依頼ベッドは時期により変動

するが、現在は隔離病棟の 15 床で受け入れており、ほ

ぼ常に満床である。 

コロナウイルス感染の蔓延に伴い、2020年 3月以降、

整形外科を取り巻く状況も一変した。外来診療、救急搬

送、手術などの一般診療はもとより、学会や研究会も中

止あるいはオンライン開催となり、またスタッフの親睦

を深める意味合いもあった歓送迎会、忘年会、新年会な

どもこの 1 年半行われていない。カンファレンスの数

も減らし、従来型の病棟回診も休止にしている。 

2021年 4月後半から 5月はじめにかけて当院で院内

クラスターが発生し、新規入院・手術の中止、退院・転

院延期の措置がとられ、外来手術のみ手術可能という事

態に陥った。4～5月の 2か月間の手術数は、2019年が

171例、2020年が 124例、2021 年が 55例と激減した

（表）。この時期の整形外科入院患者のうち周術期に 7

名の陽性が確認された。5名は無症状、2名は術後肺炎

に陥り、そのうち 1名は死亡となった。呼吸器内科医は

隔離病棟のコロナ陽性患者の診療で多忙なため、整形外

科の陽性患者は呼吸器内科医の指導のもとわれわれ自

身で対応にあたらねばならなかった。 

日本整形外科学会の提言では、緊急事態宣言下でも延

期出来ない手術として、脊髄・神経麻痺、外傷、開放骨

折、悪性腫瘍など、延期してもよい手術として、手根管

症候群、関節鏡手術、人工関節置換術、待機できる脊椎

手術などが挙げられている。当院整形外科の手術の半数

以上は外傷性疾患である。6 月以降は院内感染は生じて

おらず、手術数も増加傾向となった。外傷の受傷機転は、

高齢者の屋内での転倒と活動期の患者の屋外活動（仕事、

スポーツ、交通事故など）とに大別される。高齢者の大

腿骨近位部骨折は主に屋内、自宅や施設内での転倒が主

なので、コロナ以前と状況が変わらずあまり変動がなか

った。活動期の患者は緊急事態宣言や休校、クラブ休部

などによりかなり影響が生じ、世間の人流が低下した時

期では明らかに減少していた。年間手術数も 2019年は

1022例、2020年は 847例、2021年はこのペースでい

くと 630例程度になる予測である（表）。COVID-19流

行による屋外活動の減少や緊急事態宣言などの公衆衛

生上の政策により患者数は減少する 1)、またロックダウ

ンなどの強力な感染予防策によるスポーツ活動の休止、

遊び場の閉鎖などによる小児骨折症例は減少する 2)、一

方、高齢者股関節脆弱性骨折は COVID-19 流行期間中

でも受傷者数は減少しない 3)、と報告されており、当院

でも同様の結果であった。 

2021 年 8 月 2 日から 9 月 12 日まで大阪府は緊急事

態宣言中であるが、昨年度の緊急事態宣言中と比べると

明らかに人流は増加している。「stay home」の効果は

非常に弱くなっていると判断せざるを得ない。クラブ活

動も今夏は通常通り行われているようでスポーツによ

る骨折は例年に近い数になっている。当院での以前のデ

ータでは学童期（7～18歳）の上肢外傷のうち約 7割近

くがサッカーでの受傷であった。6月以降はサッカーで

の受傷が例年通りであった。 

当院の現在の取り組みとして、入院患者は全員 PCR

検査を施行し、入院中の面会は中止としている。幼少児

で家族の付き添いが必要な場合は、家族にも PCR検査

を施行している。コロナ陽性患者の手術は手術室スタッ

フ、麻酔科医、その他外科系医師とシュミレーションを

行っておりフルプレコーションで執刀する準備をして

いるが、まだ実際の執刀例はない。6月以降は院内感染

は生じておらず、整形外科としては通常通りの診療が可

能となっている。ただ最近指摘されている家庭内感染の

影響は生じている。家族が陽性になった場合は濃厚接触

者と認定され出勤出来なくなるのはもちろんだが、スタ

ッフの子供が通っている幼稚園や保育園がコロナ感染

で休園となれば親も休暇を取らざるを得なくなり、各部

署のスタッフ数の減少といった事態も生じている。 

当院では救急部の一画に発熱外来を設置し、コロナ感

染が疑われるが軽症の walk in 患者はここで対応をし

ている。当初は内科系医師で対応していたが、患者数の

増加に伴い、外科系医師も担当を要請され、整形外科は

毎週水曜日と隔週土曜日を担当している。8月下旬の時

点では毎日 10 名前後の受診があり、約半数は PCR 検

査で陽性である。陽性患者はワクチン未接種であること

が多い。 
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コロナ感染蔓延初期の段階では、PCR 検査も迅速で

はなく、陽性患者の対応もスムーズとは言えなかったが、

この 1 年半以上の経過で当院での陽性患者の対応は当

初に比して確立しており、整形外科の業務も滞りなく可

能となっている。高齢者の大腿骨近位部骨折をはじめと

する脆弱性骨折は早期手術、早期離床が推奨されている

が、クラスター発生時以外はコロナ以前と同様の治療が

出来ていると考えている。コロナ感染を取り巻く状況は

時期により千変万化であるが、当院の大阪市南部の地域

医療への貢献という責務は果たせている。今後も各部署

との連携のうえ対処していきたい。 
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表 手術件数（年別・月別） 

 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計 

2019年 78 78 81 86 85 83 86 93 88 89 88 87 1022 

2020年 80 78 78 61 63 70 81 81 58 76 57 64 847 

2021年 26 70 88 26 29 56 54 72 * * * * 421 

 

新型コロナウイルス感染症の産婦人科診療への影響 

（2020年全国実態調査より） 
日本産婦人科医会 

日本医科大学産婦人科学教室 中井章人 

 
概略 

産婦人科全施設における 2020 年の診療実績は 2019

年同月と比較し、３月より減少がはじまり、４月に大き

く減少していた。全施設の診療実績の減少は入院診療に

比較し、外来診療で顕著であった。施設機能ごとの診療

実績では、分娩取扱施設に比較し、分娩取扱の無い婦人

科診療所で 2 倍近くの減少になっていた。分娩取扱の

無い婦人科診療所の中では、患者数は ART 実施施設、

収入実績では ARTを実施していない施設で減少が顕著

であった。各施設では感染予防に相応の支出が見込まれ

ることから、収支においてはさらなる影響があると推察

された。 

 

緒言 

 本稿では、新型コロナウイルス感染症の産婦人科診療

への影響について、日本産婦人科医会の活動を総括する。 

 2020 年６月、日本産婦人科医会では全国の産婦人科

施設を対象に、新型コロナウイルス感染症の診療への影

響に関する緊急調査を行った（期間：6 月 19 日〜6 月

30 日、回収施設数；率：2,402／5,161 施設；46.5%）。

緊急調査では 2019年と 2020年の 2月から 4月の患者

数、収入実績を確認し比較した。 

 

１．患者数（表１） 

 全施設における患者数は前年と比較し、３月より減少

がはじまり４月では外来患者 15％、入院患者８％、合

計 13％の減少になっていた。 

 施設機能ごとの分析では分娩取扱施設も同様の傾向

で、４月の入外合計患者数は 12％減少していた。患者

数減少は外来患者で顕著で、分娩取扱の無い婦人科診療

所が 16％の減少と大きな影響を受けていた。 

 分娩取扱施設の内訳では、産科中心の分娩取扱診療所

に比較し、婦人科を併設する病院や分娩取扱の無い婦人

科診療所の平均患者数が顕著に減少していることから、

婦人科患者の落込みが主たる要因と推察された。実際、

ART 実施施設の患者数減少が顕著で、４月の比較では

20％以上の減少になっていた。 
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２．収入実績（表２） 

 収入実績の推移も平均患者数の推移と連動している。 

 全施設における収入実績は、前年と比較し３月より減

少がはじまり、４月では外来収入 15％、入院収入６％、

合計７％の減少になっていた。分娩取扱施設も平均患者

数の推移と連動し、４月の入外合計収入は８％減少して

いた。分娩取扱施設の内訳では、診療所に比較し、病院

における収入実績の減少が著明であった。また、分娩取

扱の無い婦人科診療所では、ART を実施していない施

設の収入実績の減少が顕著で、４月の比較では 20％以

上の減少になっていた。ART 実施施設では、患者数の

減少に比し収入実績の減少は少なく、ある程度外来単価

が確保されていたことが推察された。 

 各施設では現在、様々な感染予防策を講じている。こ

の対策にも相応の支出が見込まれることから、収支にお

いてはさらなる影響があると推察された。 

 

３．その他の影響 

 新型コロナウイルス感染症は勤務医師の就労環境に

も影響している。日本産婦人科医会の勤務医部会の調査

では（実施時期：2020年 6月〜８月、回収施設数（率）：

748／1,001施設；74.7%）、全体の 10.6%の施設で新型



JHIFS News 

8 

コロナウイルス陽性妊産婦を管理し、16.7%の施設で、

感染、あるいは濃厚接触により医師が就業制限を受けて

いた。就業制限は陽性者管理を行った施設で、高率にな

っていた。これらは施設運営に大きく影響するため、医

療従事者はワクチン接種後も十分なスタンダード・プリ

コーションを行い対応する必要がある。 

 また、医師派遣（外勤）にも影響し、自院から他院へ

の派遣が中止になった施設は 86 施設（12.3%）で、他

院から自院への派遣が中止になった施設は 146 施設

（20.1%）となっていた。医師派遣は個人の収入確保の

目的もある一方で、地域医療を支える仕組みでもある。

こうした状況が長引けば、地域医療体制確保にも少なか

らず影響が出る可能性がある。 

 我が国では、妊娠中の女性が新型コロナウイルスに感

染する頻度は低いものの、国の基準では高齢者や基礎疾

患を有する者と同様、重症化のリスク因子にあげられる。

したがって、妊婦が感染した場合は、軽症であっても自

宅や宿泊施設等での療養が認められず、医療施設での入

院管理が求められている。これらは、周産期高次施設の

搬送受け入れ体制など診療機能を圧迫し、大きな負担に

なっている。 

 

結語 

 新型コロナウイルス感染症の産婦人科診療への影響

を概略した。地域によっては、周産期医療供給体制は脆

弱で、長期間にわたる負担は体制そのものを破綻させる

リスクになる。こうした懸念は産婦人科以外の診療科で

も同様と推察され、１日も早く、集団免疫の獲得、死亡

率の低下、治療薬の確立などを達成することで、この厄

災が終息することを望むものである。 

 

新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言がIVR手技件数に与えた影響 
日本インターベンショナルラジオロジー学会 

国際医療福祉大学 医学部 放射線医学 赤羽正章 
 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染蔓延

状況に対応するための感染予防対策や医療資源不足は、

緊急性がそれほど高くない医療行為の延期や中止を招

くことで、医療行為の内容や件数の変化をもたらす可能

性がある。インターベンショナルラジオロジー（IVR）

においても同様の影響が生じるものと推測され、それが

手技別の件数の増減に反映されている可能性がある。日

本インターベンショナルラジオロジー学会では、主に専

門医修練施設を対象としてすべての IVR 手技を登録す

るための症例登録データベースを運営管理している。C

OVID-19が IVRに与えた影響を検討するため、このデ

ータベースに登録された IVR 手技件数の推移を調査す

ることとした。調査対象は、7 都府県に緊急事態宣言が

なされてから全国の緊急事態宣言が解除されるまでの

2020 年 4 月 7 日から 2020 年 5 月 25 日までに実施さ

れた IVR 手技の件数とし、対照として 2016 年から 20

19年までの同一期間の件数を用いた。 

全体の件数は、2016 年から 2019 年まで漸増傾向で

あったが、2020 年は前年より 13%減少に転じており、

血管系 IVRと非血管系 IVRのいずれも前年より減少し

ていた。件数が多い手技について手技別件数を前年と比

較すると、減少した手技は肝動脈化学塞栓療法（14%減）、

胸部の生検（13%減）、骨/四肢/体表の生検（17%減）、

中心静脈ポート除去（17%減）であった。一方、増加し

た手技は、透析シャント拡張/血栓除去（17％増）、経皮

的腹腔膿瘍ドレナージ（37％増）であった。中心静脈ポ

ート/カテーテル留置は不変であった。 

肝動脈化学塞栓療法については 2016 年から 2019 年

まで単調減少傾向であり、COVID-19 よりも有病率減

少が手技数減少の主たる原因と考えられた。また、中心

静脈ポート/カテーテル留置は 2016年から 2019年まで

単調増加傾向であったものが2020年に横ばいへ変化し

ており、COVID-19 により減少しなかったとは必ずし

もいえないものと判断された。これらを勘案すると、C

OVID-19の影響で減少した主な IVR手技は生検および
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中心静脈ポート除去、減少しなかったか増加した主な I

VR 手技は透析シャント拡張/血栓除去および経皮的腹

腔膿瘍ドレナージ、と考えられた。 

COVID-19 の感染蔓延が IVR 手技件数を変動させる

原因は複数考えられ、環境の変化および二次的な需要の

変化に大別される。IVR 手技の多くは入院患者を対象

として施行されるが、COVID-19の感染蔓延により CO

VID-19以外の患者のための病床数は相対的に減少した。

このため、IVR 手技を施行されるべき患者が速やかに

入院できず、当該 IVR手技数が減少した可能性がある。

また、COVID-19 の院内感染に対する恐れや、COVID

-19蔓延による入院前・手技前手続きの煩雑化によって、

入院や手技実施をためらう患者や依頼医が増加した可

能性もある。結果として、緊急性の低い病態に対する I

VR手技について、延期や未施行となる事例が増加した

可能性があり、生検や中心静脈ポート抜去の減少はこれ

に相当するものと考えられる。対象患者の多くは悪性腫

瘍やその疑いの患者であり、数日～数週の単位での延期

による影響は急性期疾患よりも少ないとはいえ、延期す

ればするほど予後が悪化するのも確かである。COVID

-19患者が更に増加すると、悪性腫瘍患者の治療効果や

予後に与える影響が大きくなる恐れがあろう。 

COVID-19 蔓延による環境の変化に伴って、各疾患

病態の有病率が変化したり必要な IVR 手技が変わるこ

とで、二次的に需要が変化する可能性がある。入院まで

の期間が延長することや、手術よりも保存的治療を選択

する患者が増えることで、悪性腫瘍が進行したり感染炎

症が増悪することは起こりうるだろう。経皮的腹腔膿瘍

ドレナージの増加は、このような結果を反映している可

能性があるものの、ドレナージに至った症例のみを対象

に検討しても原因検索には繋がらないので、原疾患患者

全体の予後等の検討が待たれる。なお、COVID-19対策

の結果として、別の感染症が減少するなど他の疾患の有

病率が変化することもあり得るが、これが原因で IVR

手技件数が変化したと考えられる事例は見当たらなか

った。 

延期が生命維持に関わるような手技の件数は、COVID

-19の影響により減少しにくいかもしれない。透析シャ

ント拡張/血栓除去は 2019 年までも増加傾向で、2020

年にも増加していた。件数が減少しなかった要因として、

直ちに生命維持に関わることや、外来でも施行可能なこ

とが挙げられるだろう。経皮的腹腔膿瘍ドレナージも延

期は難しい手技であるし、早急な術後の合併症であれば

既に入院しているので病床不足にも影響されないので、

件数を減少させる力は働きにくかったものと考えられ

る。 

以上、COVID-19 の感染蔓延状況は、IVR 手技件数

にも影響を与えたものと考えられた。感染状況が更に悪

化した場合、急性期疾患以外の患者の治療効果や予後に

与える影響の増加が懸念される。 

 

◆編集後記 

広報委員会 委員長 河野 匡 

 

 

 

 

今回、外保連試案について岩中会

長から歴史的経緯について概説して

いただき、現在の外科手術の診療報

酬の決定に大きな役割を果たしてい

るとの説明がありました。また外保

連試案が北陸地方のある病院で入札

の参考になる収支計算システムのデ

ータとして利用されていて、今後こ

のような動きが全国の病院に広がるのではないかとの

ことです。 

今回の外保連ニュースでは「外保連試案 2022」につ

いて「外保連試案 2020」との変更点などについて、各

委員長に説明していただきました。手術試案では 2,410

施設での実態調査を行って 300,165 症例の結果を検討

して 318 件の手術時間の短縮と 352 件の手術時間の延

長を記載するなどの変更を行うとともに、今後は医療材

料の調査の精緻化にむけた調査を行う予定であること

などを説明されています。その他処置委員会、検査委員

会、麻酔委員会、内視鏡委員会からそれぞれ委員長が今

回の試案についての説明をされております。外保連試案

は外保連活動の根幹と言ってもいいものなので、各委員

会ともコロナ禍のなかで web を利用するなどして委員

会を開いて審議した結果が反映されていると思います。 

また、新型コロナウィルスの蔓延が外科系の医療に及

ぼした影響について日本骨折治療学会からは一時手術

症例が減少したが、その後 PCR検査の充実などを行い

症例も戻ってきていること、今後もさまざまな部署との

連携で対応していく必要があることなどを紹介されま

した。また日本産婦人科医会からは同様に症例が大きく

減少したこと、医師の労働環境が悪化したことを紹介さ

れ、もともと脆弱であった周産期医療体制が危機に陥る

可能性があることを紹介されました。日本インターベン

ショナルラジオロジー学会からは、増加傾向にあった症

例が横ばいに変化し、急性期以外の治療が少なくなった

ことが紹介されました。これらのことから新型コロナウ

ィルスの蔓延で、必要な医療がさまざまな分野で提供で

きなかったことが紹介されております。 

今回の外保連ニュースが発行される時点ではわが国

では新型コロナの感染は落ち着いてきている様子です

が、新たな変異株の状況がはっきりわからない状況でま

だ先が見通せない様子です。 

皆様におかれましてはこのような状況でも日常診療が

継続できるように願っております。
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◆三保連ニュース 
 

12月8日に聖路加国際大学アリス・C・セントジョン

メモリアルホールに於いて、第21回三保連合同のシン

ポジウムを開催し、今回は『これからの医療～AI、手

術ロボット、遠隔医療～』と題し、各パネリストの先

生方にご講演いただきました。詳しくは外保連のホー

ムページ(http://www.gaihoren.jp/)をご覧ください。 

 

◆事務局からのお知らせ 
 

【原稿募集】  

第17号より外保連ニュースに加盟学会の活動を「加盟

学会の活動だより」として掲載し、ご紹介することに

いたしました。文字数などの制限はございません。 

皆様、奮ってご寄稿ください。 

 

 

 


